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研究要旨 

地域づくりを通じた高齢者の介護予防の推進において、高齢者の活動範囲や活動量の測

定は極めて重要であるが、定量的な評価方法は確立されていない。そこで、本研究では、

全地球無線測位システム装置（Global Positioning System；以下 GPS装置）を用いて、地

域在住高齢者の日常活動範囲と活動量を評価することを試みた。会場招待型調査「豊島区

シニア心と体の健康調査」に参加した地域在住高齢者 549名に対して、GPS装置による活

動範囲調査を依頼し、200 名の調査協力者を得た。調査協力者には 1 週間、1 日 12 時間

GPS 装置の装着を依頼し、位置情報（緯度・経度）を 15 分間隔で記録した。また、外出

時間の記録表の記録を依頼した。記録データから、活動範囲については 1) 自宅、2) 近所、

3) 区内相当、4) 区外以上の各頻度、活動量については総移動距離を求めて定量化した。 

分析対象となったのは GPSデータを取得でき、記録表の記載を正しく行えた 180名であ

った。活動範囲の平均頻度は自宅周辺の頻度が最も多く 234.9 時点（69.9%）、次いで近所

37.8時点（11.3%）、区外以上 28.0時点（8.3%）、区内相当が 17.8時点（5.3%）であった。

1日あたりの総移動距離の平均は 7,294.9m/日であった。本研究班で介入予定の先行地域と

後行地域との間で活動範囲、活動量に差は認められなかった。 

GPS 装置によって高齢者の活動範囲や活動量を定量化することができた。今後、地域拠

点づくりによる地域介入によって、先行地域において特異的な変化が見られるか継続的な

評価を行う必要がある。 
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には、移動なしとみなした。 

測地基準系 1980

度の位置を基

 

そして、記録表による判定と、自宅から

以内）、

4 区分

に活動範囲を分類し、各区分の頻度を求め

、経緯度のデータが取得できなか

った時点や、記録表に付け忘れの記載があ

活動量は、サンプル時点間の移動距離の

総和を測定日ごとに算出し、測定期間内の

日当たりの総移動距離を求めた。移動手

段（徒歩、自転車、車等）については区別

しなかった。経緯度に欠損値があった場合



3) 統計解析 

活動範囲の各区分の頻度、1 日あたりの

総移動距離の度数分布図を作成した。また、

それらの先行地域と後行地域の差をカイ二

乗検定、対応のない t検定にて検討した。 

さらに、本研究班では、地域拠点づくり

による介入を行うことから、近所の活動頻

度が高く、かつ、1 日あたりの総移動距離

が多い者をそれぞれの中央値により、「高近

所活動群」と定義し、その他の対象者（対

照群）との間で会場調査にて聞き取りで聴

取した健康度自己評価、過去 1 年間の転倒

歴、社会参加活動、認知機能（MMSE）、

抑うつ（GDS-15）、身体活動量（IPAQ）、

歩行速度等関連指標との関連を検討した。

なお、社会参加活動については、「1. 入っ

ていない、2. 入っているが 1年間活動なし、

3. 年に 1～11回活動、4. 年に 12回以上活

動」の 4件法で尋ねたが、「加入または 1年

間の活動なし」、「活動あり」の 2 値に分け

た。健康度自己評価に関しても 4 件法で聴

取したが、「健康だと思う」と「健康ではな

い」と 2 値化した。統計学的検討にはカイ

二乗検定、対応のない t検定を用いた。 

統計解析には、 IBM SPSS Statistics 

version 22を用い、有意水準は 5%とした。 

 

（倫理面への配慮） 

会場招待型調査「豊島区シニア心と体の

健康調査」とは別に、調査協力者の募集の 

際に、GPS装置で特定可能な情報につい

て説明を行い、本研究では経緯度データの

み統計学的な指標として扱い、自宅や外出

先の住所等は使用しないこと、GPS装置の

整理番号にてデータを管理し、個人を特定

しないことを口頭で説明し、書面にて同意

を得た。 

また、本研究計画については、所属機関

の倫理委員会において審査され、承認を受

けた（承認番号：平成 26年度「32」）。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 分析対象者 

分析対象は、電波状況等により全くデー

タを取得できなかった 12名、記録表が正し

く記載されていなかった 6 名、キャンセル

2名を除く 180名とした。 

地域の内訳は先行地域 90 名、後行地域

90名、平均年齢は 73.4±5.5歳、男女比は

女性の構成比が 67.2%であった。なお、年

齢、男女比に先行地域と後行地域で有意な

差は認められなかった（表 1）。 

 

2. 各指標の度数分布 

1) 活動範囲区分頻度の度数分布 

 各区分の頻度の度数分布図を図 4～7 に

示した。自宅頻度の対象者の平均値は 234.9

時点（測定期間の 69.9%）であった。近所

頻度の平均値は 37.8時点（11.3%）、区内相

当頻度の平均値は 17.8時点（5.3%）、区外

以上頻度の平均値が 28.0時点（8.3%）であ

った。度数分布図からは、自宅の頻度が高

く、近所での活動頻度が低い者が多いこと

がわかった。 

 
表 1 対象者の属性 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

年齢（歳） 73.4 5.5 73.2 5.4 73.7 5.6 0.570

女性（%） 0.341

p
全体(n=180)

67.2

先行地域（n=90） 後行地域（n=90）

63.3 71.1



図 4 活動範囲（自宅頻度）の分布 

 

図 5 活動範囲（近所頻度）の分布 

 

図 6 活動範囲（区内相当頻度）の分布 

 

 

 

図 7 活動範囲（区外以上頻度）の分布 

 

2) 1日あたりの総移動距離の度数分布 

1 日あたりの移動距離の度数分布図を図

8に示した。対象者の平均は 7,294.9m/日で

あったが、近所の往復に必要な 2km未満と

いう者も 30%ほど見られた。 

図 8 1日あたりの総移動距離の分布 

 

3. 各指標の地域間比較 

 各区分の頻度、1 日あたりの総移動距離

の先行地域と後行地域の比較を表 2 に示す。 

先行地域と後行地域の各区分の頻度は、

それぞれ自宅が 233.4、236.4時点、近所が

36.3、39.3 時点、区内が 18.9、16.7 時点、

それ以上が 31.2、24.7時点と、統計学的に

有意な差は見られなかった。 



表 2 活動範囲の頻度・1日あたりの総移動距離の地域間比較

 

1 日あたりの総移動距離についても、先

行地域が 8,320.0m/日、後行地域が

6,269.8m/日で有意差はなかった。 

 

4. 高近所活動群に関連する指標 

 高近所活動群（近所頻度 31.5 時点以上、

1 日の総移動距離 4,481.8m/日以上）は 53

名（先行地域 26名、後行地域 27名）であ

った。 

 高近所活動群と対照群における年齢、歩

行速度、認知機能、抑うつ、身体活動量に

は統計学的な有意差は認められなかった

（表 3）。 

 性別、健康度自己評価、転倒歴について

も群間で有意差は見られなかったが、社会

参加活動のうちの「ボランティア団体や市

民活動団体・NPO」で活動している者の割

合は、対照群で 11.0%であったのに対して、

高近所活動群では 24.5%と有意に高かった

（表 4）。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、GPS装置を用いて、ベース

ライン時の地域在住高齢者の日常生活活動

範囲と活動量の特性を定量的に評価するこ

とを目的とした。本考察では、定量化した

データの精度について確認した上で、活動

範囲・活動量の特性について検討した。さ

らに、身近な地域での活動頻度が高く、活

動量の多い者の特性から、身近な地域での

活動を増やすために必要な要因についても

検討した。 

 

表 3 歩行速度、認知機能、抑うつ、身体活動量の高近所活動群と対照群の比較 

 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

自宅（時点） 234.9 4.0 233.4 5.6 236.4 5.6 0.705

近所（時点） 37.8 1.8 36.3 2.5 39.3 2.7 0.413

区内（時点） 17.8 1.7 18.9 2.1 16.7 2.7 0.511
それ以上（時点） 28.0 3.0 31.2 4.2 24.7 4.2 0.276
総移動距離（m/日） 7294.9 647.6 8320.0 990.1 6269.8 826.4 0.114

p
全体(n=180) 先行地域（n=90） 後行地域（n=90）

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
年齢（歳） 73.8 0.50 72.7 0.72 0.217
5m歩行速度（m/秒） 1.4 0.02 1.4 0.04 0.698
MMSE得点 29.1 0.12 29.0 0.22 0.838
GDS得点 3.1 0.22 2.4 0.33 0.100
IPAQ高強度MET-分/週 651.0 269.58 313.2 118.25 0.428
IPAQ中程度MET-分/週 436.7 88.81 484.9 126.46 0.764
IPAQ歩行MET-分/週 1046.5 123.22 1214.2 145.13 0.432
IPAQ総MET-分/週 2134.3 395.96 2012.3 254.97 0.848

対照群（n=127） 高近所活動群（n=53）
p



表 4 健康度自己評価、転倒歴、社会活動の高近所活動群と対照群の比較 

 

1. データの精度 

本研究では、日常活動範囲の測定に携帯

型の GPS装置を用いた。従来研究で用いら

れてきた GPS装置は測位頻度が高い分、バ

ッテリ消耗が早く、測定期間中の電池交換

や充電が必要であったが 3)、本装置は測定

期間を 1日 12時間、測位頻度を 15分ごと

と設定することでバッテリの消耗を抑え、1

週間の測定期間において対象者が充電を行

う必要がなかった。調査協力者 200名のう

ち、分析対象としてその 9 割に当たる 180

名のデータを収集できたことは、高齢者の

活動範囲を GPS 装置により定量する上で

重要な知見であると考えられる。一方で、

データを取得できなかった場合の理由につ

いては、GPS装置とサーバーの通信の不具

合が考えられ、サーバーによる測位頻度の

管理やデータ保存を行う場合には、このよ

うなデメリットがあることも考慮しなけれ

ばならないことが示された。 

また、自宅の位置の同定においては、住

所の経緯度 4)と装置で測位した経緯度との

照合も試験的に行ったが、平均で約 400m

のずれが生じていた。この理由は、自宅内

では GPS 衛星からの電波を捕捉すること

ができず、携帯電話の基地局情報により測

位を行ったことが考えられたが、具体的な

測位方法までは記録されていないので正確

には不明である。これらのことから本装置

による測位の誤差は 400m 程度であるとみ

なせるが、本研究では活動範囲の区分は近

所を 1km以内、区内を 3km以内と広めに

設定したため、活動範囲の判定にはそれほ

ど影響はないと考えられる。 

しかし、活動量の指標とした総移動距離

については、測位頻度を 15分ごととしたた

人数 % 人数 %
男性 39 30.7% 20 37.7%

女性 88 69.3% 33 62.3%

健康だと思う 101 79.5% 45 84.9%

健康ではない 26 20.5% 8 15.1%

転んだことがある 25 19.7% 9 17.0%

転んだことがない 102 80.3% 44 83.0%

未加入または最近活動無 94 74.0% 38 71.7%

活動有 33 26.0% 15 28.3%

未加入または最近活動無 117 92.1% 50 94.3%

活動有 10 7.9% 3 5.7%

未加入または最近活動無 83 65.4% 30 56.6%

活動有 44 34.6% 23 43.4%

未加入または最近活動無 90 70.9% 32 60.4%

活動有 37 29.1% 21 39.6%

未加入または最近活動無 113 89.0% 40 75.5%

活動有 14 11.0% 13 24.5%

未加入または最近活動無 111 87.4% 42 79.2%

活動有 16 12.6% 11 20.8%
その他のグループや
団体

対照群（n=127） 高近所活動群（n=53）

性別

健康度自己評価

町内会や自治会

過去1年の転倒

老人会・老人（高齢者）
クラブ

趣味のサークルや団
体

スポーツのサークルや
団体

ボランティア団体や市
民活動団体・NPO

*p<0.05

p

0.531

0.835

0.853

0.758

0.387

0.311

0.220

0.037

0.175

*



め、移動速度までは算出できておらず、歩

行か、乗り物による移動なのかを同定でき

ていない。移動距離は歩行距離として取り

扱うことができないため、身体活動量とは

一致しない可能性があるが、本研究では移

動距離が長い人を活動性が高い人と位置付

けて分析を行った。身体活動量の測定には

従来、歩数計や加速度計が用いられてきた

が、本研究では活動範囲の把握を優先して

GPS装置を用いた。しかしながら、高齢者

の移動手段として、都市規模が大きくなる

ほど、電車やバスなどの公共交通機関で外

出する割合が高くなることから 5)、交通機

関での移動を含む活動量を測定することは

一定の意義があると考えられる。GPS装置

によって活動量をどのように定量するかに

ついては今後も検討が必要である。 

 また、本研究では、記録表を用いて自宅

か否かの判定を行ったが、記録表を正しく

記載できなかった者が 6 名いたことから、

自宅の判定方法についても今後検討の余地

があると考えられた。 

 

2. 活動範囲・活動量の特性 

本研究では日中の時間帯である午前 6 時

から午後 6時までの間、対象者に GPS装置

を装着してもらった。活動範囲の各区分の

頻度の対象者の平均から、その時間帯の約

7 割を自宅で過ごし、約 3 割を自宅外で過

ごしていることが明らかとなった。また、1

日あたりの移動距離は約 7,000mであった。 

先述のように、本研究で算出した移動距

離は歩行による移動距離だけではないため、

これを歩数に換算することはできない。仮

に、これをすべて歩行であったとみなして

歩数に換算すると、歩幅が 0.5m であった

場合、約 14,000 歩となってしまう（70 歳

以上の高齢者の 1 日の平均歩数は男性が

5,436歩、女性が 4,604歩である 6)）。そこ

で、会場調査にて聴取した IPAQ の歩行時

間の平均 332分/週から 1日の歩行時間を求

めると 47分であった。対象者の歩行速度の

平均から歩行距離を算出すると約 4,000m

で、歩数に換算すると 8,000 歩となる。こ

れは主観的な指標に基づく概算ではあるが、

健康日本 21の目標値では 70歳以上男女の

目標値をそれぞれ 6,700 歩以上、5,900 歩

以上としていることから 6)、対象者の活動

量は比較的高いのではないかと考えられる。 

しかしそれでも、自宅での活動頻度が約

7 割と多く、次いで活動頻度が高かった近

所においても 1 割程度で、その他の活動頻

度とそれほど大きな差はなかった。また、

先行地域と後行地域においてもベースライ

ン時の活動範囲の頻度や 1 日の総移動距離

に差はなかった。今後、地域介入によって、

先行地域の対象者において、近所での活動

頻度や活動量をどのくらい増やすことがで

きるか、もし増えた場合には、どのような

指標が影響するのか、継続的な評価が必要

である。 

 

3. 近所での活動頻度が高く活動量が多い

者の特性 

 本研究では、近所を自宅周辺 1km以内と

定義した。本研究班で地域介入を行う先行

地域は概ね 1km四方の地域であり、先行地

域において地域拠点活動を立ち上げること

は、近所での活動頻度を増やしていくこと

につながると考えられる。また、活動性が

向上し、全体的な活動量も向上することが

期待される。地域拠点活動により近所での



活動頻度や活動量を効率的に高めていくた

めに、ベースライン時における高近所活動

群（近所での活動頻度が高く、かつ 1 日の

総移動距離が長い）の特性を調べた。 

 高近所活動群と対照群では、性、年齢等

の基本属性に差は見られず、性別や年齢は

近所での活動の頻度や活動量には無関係で

あった。男性の地域活動への参加が少ない

ことや、年齢が高くなることで移動能力が

低下し、参加の障壁となること等も考えら

れるが、近所での活動頻度や活動量に関し

てはそのような影響は大きくないことが考

えられた。 

 同様に、健康度自己評価、転倒歴、歩行

速度、認知機能、抑うつといった身体・精

神機能においても差はなく、これらの機能

低下が近所での活動頻度や活動量に影響す

るわけではないことも示唆された。これら

の結果は、高近所活動群の定義による影響

もあると考えられるが、機能低下のある者

でも近所での活動であれば、身近な地域で

あるために参加することが十分可能である

ことを示しているとも考えられる。 

一方で、社会活動のうちの「ボランティ

ア団体や市民活動団体・NPO」で活動して

いる者の割合は、高近所活動群では対照群

に比べて有意に高かった。統計学的に有意

ではないものの、趣味のサークルや団体、

スポーツのサークルや団体、その他グルー

プや団体では、町内会や自治会、老人会や

老人クラブなどの地縁的組織と比べて、高

近所活動群で活動者の割合が多く、地縁的

組織だけでなく多様なネットワークとの結

びつきを持つことでむしろ近所での活動頻

度が高まり、活動量が増える可能性がある

ことも考えられた。地元大学や NPO と協

力した本研究班による現在の地域介入計画

は、近所での活動を増やす上でも有効な方

法であることが示唆された。 

 

Ｅ．結論 

携帯型 GPS 装置を用いて地域在住高齢

者の活動範囲と活動量を定量的に評価した。

先行地域と後行地域で活動範囲と活動量に

差は見られなかった。対象者は活動量が高

いと考えられたが、自宅での活動頻度が約

7割、近所での活動頻度が約 1割であった。 

今後、地域拠点づくりによる地域介入に

よって、先行地域において特異的な変化が

見られるか継続的な評価を行う必要がある。 
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